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１． 地域防災計画とは



◆ 災害対策全般にわたる基本的な計画

地域防災計画とは、災害対策基本法に基づき、都道府県、市町

村の防災会議がそれぞれの地域の実情に即して作成する災害対

策全般にわたる基本的な計画。

1.1 地域防災計画とは

◆ 芦屋町地域防災計画の位置付け

①災害対策基本法及び芦屋町防災会議条例に基づき、芦屋町防災

会議が作成する計画。

②国の防災方針である「防災基本計画」及び「福岡県地域防災計画」

との整合性を有し、地域特性等を踏まえた町独自のもの。
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1.2 計画の位置付け（全体図）
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２．計画見直しの主な背景



出来事災害区分和暦西暦

芦屋大火
（岡湊神社、禅寿寺、民家70戸焼く）火災昭和４年1929年

遠賀川決壊し、水害被害
（建物流出29戸、全壊５戸、半壊４戸、
床上浸水94戸、床下浸水302戸）

水害昭和28年1953年

福岡西方沖地震
（震度４、家屋半壊１戸）地震平成17年2005年

九州北部豪雨
（土砂災害１件、床上浸水２戸、床下浸水２戸）水害平成29年2017年

令和７年８月豪雨
（土砂災害１件、床上浸水１戸、事務所浸水２件、
床下浸水６戸）

水害令和7年2025年
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芦屋町における大きな被害を記録した災害
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課題自治体の現状近年の大規模災害
初動対応、避難所運営、
受援体制、事前防災対
策

半島地域、高齢化地域、
地震は厳冬期､豪雨は猛暑期

令和6年能登半島地
震・同年豪雨災害1

大規模林野火災対応、
広域応援体制の確保、
「林野火災警報・注意
報」の運用

消防・自衛隊等と連携した消火
活動（空中消火・地上消火）、
避難所の開設・運営

令和7年岩手県大船
渡市林野火災
令和8年岩手県大槌
町林野火災

2

避難生活の長期化を見
据えた被災者支援体制
の強化

多数の避難所を開設し、避難者
への支援や避難所の集約化、在
宅・車中泊避難者への見守り等
を実施

令和8年熊本地震3

水害対策
迅速な避難情報伝達
放置車両への対応

内水氾濫・ライフライン被害、
道路冠水により車両水没・車内
閉込め、多数の放置車両

令和8年8月千葉豪雨4

全国における大規模災害の現状と課題



所管関連法令改正・計画修正等の概要月年

中央防災会議
防災基本計画の一部修正
・最近の災害対応の教訓、関係法令の改正等を踏まえた修正

6月
令和
４年

中央防災会議
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進計画の変更
・減災目標・施策・具体目標の設定、後発地震に関する情報の発信等

9月

中央防災会議
防災基本計画の一部修正
・最近の災害対応の教訓、施策の進展等を踏まえた修正

5月
令和
５年 気象庁

国土交通省
気象業務法及び水防法の一部改正
・官民による予報の高度化､防災に関する情報提供充実に向けた改正

5月

気象庁
国土交通省

「防災気象情報の体系整理と最適な活用に向けて」
（防災気象情報に関する検討会）の公表

6月

令和
６年

中央防災会議
防災基本計画の一部修正
・最近の施策の進展、令和6年能登半島地震の教訓等を踏まえた修正

6月

中央防災会議
「令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応の在り方について」
（報告書）の公表

11月

内閣府等
災害対応車両登録制度の運用開始
・能登半島地震の教訓を踏まえた、被災者支援等のための災害対応車両
（キッチンカー、トレーラーハウス等）の事前登録制度

6月

令和
７年

内閣府等災害対策基本法等の一部改正6月

中央防災会議
災害救助法の一部修正
・救助の種類に「福祉サービスの提供」を追加

6月

中央防災会議
防災基本計画の一部修正
・令和６年能登半島地震等災害対応の教訓、災害対策基本法等の改正
（国による災害対応の強化、被災者支援の充実、復旧・復興の迅速化等）、施策の進展等を踏まえた修正（各編）

7月

気象庁
国土交通省

新たな防災気象情報の運用開始
・防災気象情報の名称・体系を変更

5月

令和
８年

中央防災会議

防災基本計画の修正
・複合災害への対応強化
・避難所・避難場所の環境整備、要配慮者対策の強化
・防災DX・情報伝達の強化

7月
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前回見直し以降における法改正等の状況



概 要項 目
１．最近の施策の進展等を踏まえた修正
 気象業務法・水防法の改正

・河川氾濫に係る特別警報の新設
・河川管理者等による都道府県知事等への氾濫に係る通報
・国（気象庁・国交省）・都道府県共同での高潮の予報・警報
【関連】新たな防災気象情報の運用開始
・警報・注意報の情報名に「レベル」を付記して発表
・「警戒レベル４相当」の情報を「危険警報」として発表

２．令和７年度に発生した災害を踏まえた修正

 カムチャツカ半島東方沖を震源とする地震に伴う津波
・指定緊急避難場所における避難環境の確保等
・熱中症対策・防寒対策のためのテント・飲料水・防寒具等の備蓄等
・衛星電話や監視カメラ、ドローン等の活用による避難者把握
 集中豪雨による三重県四日市市の地下駐車場の浸水
・市街地の道路地下構造物の浸水対策の推進

３．その他の最近の施策の進展等を踏まえた修正
・防災×テクノロジー官民連携プラットフォームを通じた、企業の先進技術と企業の防災ニーズと
のマッチングの推進

・地方公共団体によるＬアラート（災害情報共有システム）を通じた迅速・正確な情報発信
・要配慮者の円滑な避難のための、指定緊急避難場所におけるバリアフリー環境の整備
・保健医療福祉調整本部の役割の追加（保健医療福祉活動に必要な物資支援の調整、傷病者の搬送
調整）、平時からの国の助言等

・罹災証明コーディネーター登録制度に関する、平時の登録呼び掛け、発災時の派遣調整
・自然災害等と武力攻撃事態等との双方を想定した避難施設のデュアルユースの推進

主な内容
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国の防災基本計画（R8.7）
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活断層の位置図（R7.9福岡県地震防災アセスメント）
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福知山断層帯（R7.9福岡県地震防災アセスメント）



13

芦屋町：震度分布（R7.9福岡県地震防災アセスメント）
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芦屋町：液状化分布（R7.9福岡県地震防災アセスメント）
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３．計画見直しの方針
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3.1 計画見直しの方針

① 近年改正された防災関連の法律・計画等との整合

② 福岡県地域防災計画及び関連計画等との整合

③ 令和6年能登半島地震等の大規模災害の課題等の反映

④ 令和７年８月９日からの大雨に対する課題等の反映

⑤ 町の防災関連計画（国土強靭化地域計画等）との整合

⑥ 最新の組織体制、事務分掌との整合

⑦ 庁内各課・防災関係機関・防災会議委員の意見の反映
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４．計画見直しのポイント
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① 住民等の円滑かつ安全な避難の確保

② 水害等防止対策の推進

③ 地域防災力の向上と継続・発展

④ 要配慮者への支援体制の強化

⑤ 避難所等における生活環境の向上等

⑥ 必要物資の供給体制の強化

⑦ 応援・受援の体制整備

⑧ 避難所等における感染症対策

⑨ 復旧・復興対策の強化

⑩ その他の主な修正

4.1 計画見直しのポイント



○マイタイムライン等の地域住民への周知徹底

○災害ケースマネジメント（関係者が連携して、被災者に対

するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）等の被

災者支援の仕組みの整備

○安否不明者についての積極的な情報収集、県と連携した

氏名公表等による救助活動の効率化・円滑化

○広域避難における避難元及び避難先の市町村間の情報

連携の推進 等
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① 住民等の円滑かつ安全な避難の確保



○R8.5から運用開始
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（参考）新しい防災気象情報



○洪水予報河川・水位周知河川以外の河川に対する町に

よる避難指示等の発令基準の設定（芦屋汐入川の一部）

○道路の冠水を防止するための、排水施設・排水設備の補

修等の推進

○危険が確認された盛土箇所における速やかな撤去命令

等の是正指導
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② 水害等防止対策の推進



○住民に対する防災知識の普及項目の追加（大きな地震

の連続発生の可能性、複合災害への備え等）

○地域や学校における体験的・実践的な防災教育の推進

（遠賀郡消防本部等の他機関との連携）

○災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライ

ン）の作成と、その効果的な運用

○防災士等の人材育成にあたっての県の制度等の活用、

防災士間の連携促進

○火災予防のための感震ブレーカーの普及推進（遠賀郡消

防本部に協力）
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③ 地域防災力の向上と継続・発展



○社会福祉施設と同種施設等との施設利用者受入れに関

する災害協定締結の推進

○避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成時にお

けるシステム等のデジタル技術の積極的活用

○要配慮者に対するわかりやすい防災情報の提供

○災害救助法及び災害対策基本法における「福祉サービス

の提供」の追加に伴う修正（要配慮者、在宅避難者等の多

様な支援ニーズへの対応、福祉関係者との連携強化 等）

23

④ 要配慮者への支援体制の強化



○避難所運営マニュアル、訓練等を通じた避難所の運営管

理に必要な知識の普及

○避難所におけるWi-Fi環境の整備

○避難所における医療的ケア等の要配慮者対応の充実

○パーティション、段ボールベッド等の避難所開設当初からの

設置（スフィア基準の整理）

○被災者支援に有効な災害対応車両の事前登録

○「被災者援護協力団体」の登録制度の活用

○避難所等における生活環境の向上（電源対策、空調整備、

備蓄物資等の整備） 24

⑤ 避難所等における生活環境の向上等



○配送状況やニーズ把握のため、国の新物質・新物資シス

テム（B-PLo）の活用

○供給物資が不足した場合の調達体制の整備（都道府県や

他市町村への要請体制、都道府県によるプッシュ型支援

の受入体制、物流事業者等との連携強化 等）

○定期的（年1回）な必要物資の備蓄状況の公表
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⑥ 必要物資の供給体制の強化



○受援計画の見直し

○応援職員等の安全・継続的な支援のための寝袋、食料等

の資機材や装備品の充実
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⑦ 応援・受援の体制整備



○新型コロナウイルス感染症の5類移行

（コロナ禍の収束）に伴う表現の修正
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⑧ 避難所等における感染症対策



○り災証明書の交付等を支援するシステムの活用検討

○被災者台帳の作成時、住宅被害認定調査におけるデジタ

ル技術の活用検討

○応急仮設住宅の区分（建設型応急住宅、賃貸型応急住

宅）の修正

○応急仮設住宅の建設候補地のリストアップ

○復旧・復興支援技術職員派遣制度の活用

28

⑨ 復旧・復興対策の強化



○所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に

基づく措置を活用した防災空間整備の推進

○災害ボランティアセンターの設置予定場所の明記

○必要に応じた災害時感染制御支援チーム（ＤＩＣＴ）等の派遣

要請

○組織・機構改変に伴う名称変更等の修正

など
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⑩ その他の主な修正
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（参考）新たな国土強靱化基本計画の概要
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５．計画の目次構成
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5.1 計画の目次構成
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６．今後のスケジュール
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6.1 今後のスケジュールについて

＜R8年度＞

～11月 意見照会

⇒意見・質疑を照会

12月 第2回防災会議

⇒修正案の審議

1月～2月 パブリックコメント

2月～3月 第3回防災会議（書面開催）

⇒最終案の審議

～3月 計画策定



照会の方法
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→地域防災計画（修正案）に関する修正意見等
（↓シートに記載）

(参考)

（修正案）

意見照会シート（例示）


